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－１－ 

議案第３１号 

 

   平成２７年度あきる野市一般会計予算 

 

 平成２７年度あきる野市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３２，５０２，７８８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

 １，４３４，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 ⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予

算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

  平成２７年２月２５日提出 

 

                    東京都あきる野市長 臼 井  孝 











第２表　債務負担行為　   

事　　　　　項

第３表　地方債　   

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法

千円

1,790,000

限　　度　　額

11,232千円

8,710千円

証書借入

又は

証券発行

　　３.０％以内

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

資金について、利率

の見直しを行った後

においては、当該見

直し後の利率）

　借入れのときより

据置期間を含み３０

年以内に償還する。

ただし、財政その他

の都合により償還期

限を短縮し、若しく

は繰上償還又は低利

債に借換えすること

ができる。

第三セクター等改革推進債

18,100

市道深沢線整備事業

橋梁整備事業

市道Ⅰ－９号線整備事業 28,900

市道５４号線整備事業 11,600

土地区画整理用地買収事業

小学校水飲栓直結給水化事業 9,900

消防機械整備事業 47,100

391,500

小学校非構造部材耐震化事業

市営住宅除却事業

小学校体育館屋根防水改修事業 17,000

学校給食センター用地買収事業 786,100

25,800

中学校非構造部材耐震化事業 29,000

1,273,391

中学校水飲栓直結給水化事業 15,200

臨時財政対策債

償 還 の 方 法

41,300

利　　　率

12,700

計 4,497,591

小学校国際理解教育講師派遣委
託

中学校国際理解教育講師派遣委
託

期　　　間

平成27年度から
平成29年度まで

平成27年度から
平成29年度まで

－ 6 －



 

 

 

 

 

 

予 算 説 明 書 
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給　与　費　明　細　書

１　特　別　職

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

415,738

605,259

2,771

52,787

56,224

154,427

362,951

549,035

666

区　　分

長　 等

その他

の手当

5,671

本年度

年間支給率(月分)

報　酬 給　料

7,968

(4.15)

職 員 数

 

(人)

期末手当

18,684

110,704

46,494

給　与　費

32,323

157,198

1,244

1,267

2

18,684526,442

415,738

1,771

21

18,512

1,748

(4.2)

54,462

計

比　較

長　 等

議 　員

計

議 　員

計

(3.90)

43,727

18,512

7,488

前年度

長　 等

議 　員

　2

0 172

480

(0.25)

(3.95)

21 110,700

473,651

362,951

(0.25)

172504 52,791

0 4

504 52,787

14

5,657

5,671

2,767

3,247

計

51,215

14

5,657 31,657
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（単位：千円）

73,546 622,581

123 789

13,738 69,962

11,811 14,582

1,804 54,591

3,800 35,457

(その他の手当)

退職手当負担金

57,619 212,046

12,127 375,078

69,430 226,628

13,931 429,669

87,284 692,543

共　済　費 合　　計 備　　　考

3,923 36,246

(その他の手当)

退職手当負担金
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２　一　般　職

　（１）　総　括

　（　）内は、短時間勤務職員数であり、外書きです。

区　　分

職員手当

本 年 度

6,100

3,600

2,500

等の内訳

前 年 度

比  較

退職手当負担金

357,837

342,898

14,939

△ 2,189

179,065

地域手当

43,338

78

超過勤務手当

87,102

82,739

4,363

住居手当

前　年　度

比　　　較

前 年 度

比　　較

職員手当

等の内訳

本 年 度

区　　分

職 員 手 当 等 計

給　　与　　費

報　　酬

区　　　分

本　年　度

給　　料

職 員 数

      (人)

(41)

404

(39)

401

1,700,398

(2)

443

19,581

通勤手当

3

20,024

扶養手当

43,416

181,254

3,124,476

△ 22,966

1,447,004

45,892

3,147,402

22,926

1,723,364 1,401,112
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△ 2250 773 25,210 0

25,470

285 43,046 658,454 222 25,695

285 43,819 683,664 222

（単位：千円）

特殊勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当

管 理 職 員

特別勤務手当

児童手当

556,540 3,681,016

△ 6,699 16,227

（単位：千円）

共　済　費 合　　計 備　　考

549,841 3,697,243
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増  　減 　 額

給  料 △ 22,966 2,239

15,577

△ 40,782

職員手当等 45,892 876

45,016

（３）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員一人当たり給与

　イ　初任給（平成２７年１月１日現在）

国の（）内は、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

増   減   事   由   別   内   訳

給与改定に伴う増減分

その他の増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

給与改定に伴う増減分

平 均 給 料 月 額　（円）

平 均 給 与 月 額　（円）

平　 均　 年　 齢　（歳）

区　　分

市　　の　　制　　度

一 般 行 政 職　（円） 技 能 労 務 職　（円）

区　　分

平成２７年１月１日現在

平成２６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額　（円）

平 均 給 与 月 額　（円）

平　 均　 年　 齢　（歳）

139,500高　　校　　卒

大　　学　　卒

143,000

181,200
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給与改定の状況

平均昇給率　　1.25％

扶養手当 78 増減額の内訳

地域手当 △ 2,189

住居手当 2,500 　扶養手当

通勤手当 443 　地域手当

超過勤務手当 4,363 　住居手当

管理職手当 773 　通勤手当

期末勤勉手当 25,210 　超過勤務手当

児童手当 △ 225 　特殊勤務手当

退職手当負担金 14,939 　管理職手当

　期末勤勉手当

　管理職員特別勤務手当

　児童手当

　退職手当負担金

技 能 労 務 職

335,525

387,933

50.8

333,081

384,919

49.8

技能労務職（円）

139,500

181,200

一 般 行 政 職　（円）

142,100

国　　の　　制　　度

備　　考

410,400

45.5

45.4

348,920

349,887

412,046

説　　明

一 般 行 政 職

△ 225

14,592

－

－

347

△ 225

24,350

78

△ 1,858

2,500

443

－

4,363

－

773

改定分

－

－

860

－

△ 331

－

－

－

4,363

－

計　

78

△ 2,189

2,500

443

その他

増減分

給　与

職員構成の変動に伴う減

14,939

　本年度　給料表改定率見込　　－　％　実施時期　平成－年－月－日

　前年度　給料表改定率　     0.1  ％　実施時期　平成26年12月 1日

773

25,210

－
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　ウ　級別職員数

　（　）内は、短時間勤務職員数。

　　（級別の標準的な職務内容）

　エ　昇給

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(18) (51.4)

51 16.6

比　　　　　　  　　率　(Ｂ) ／ (Ａ) 84.0

312

４　級

課長補佐及びこれ

６　級

80.7 93.8

比　　　　　　  　　率　(Ｂ) ／ (Ａ) 70.6 71.6 50.0

34 33 1

６号給

6 5 1

４号給 221 208 13

1 1

２号給

306 16

昇 給 に 係 る 職 員 数   (Ｂ) 262 247 15

前

年

度

職 員 数   (Ａ)

号 給 数 別 内 訳

１号給

３号給

５号給

部長及びこれに

相当する職務

５　級

課長及びこれに相

当する職務

3 18.8

平成27年１月１日現在

１　級１　級

６　級

５　級

４　級

11

37

２　級

職 員 数(人)構 成 比(％)

区　　分

級 職 員 数(人)

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

構 成 比(％) 級

３　級

１　級

3.6

26

12.1

8.5

（15）

計

75

105

（35）

305

24.6 ３　級 1 6.3

3

（100.0）

34.5

２　級

（42.9）

12 75.0

（2）

18.7

１　級

５　級

26 8.5

100.0 16 100.0

計

（100.0） （2） （100.0）

６　級 11 3.6

6.21３　級

75.0

(2) (100.0)

２　級

(17) (48.6)

12２　級

100 32.5

(100.0)

307 100.0 100.0

(35) (100.0)

計

16

(2)

１　級

係員の職務

当する職務　　　

３　級

係長及びこれに相 主任の職務

２　級区　分

技能労務職

222 8

技 能 労 務 職一 般 行 政 職

310 16

81 26.4

代 表 的 な 職 務

区　　分

（57.1）

16.7

合　　計

平成26年１月１日現在

計

に相当する職務 に相当する職務　

一般行政職

（20）

51

４　級

38

に相当する職務　

12.4

３　級

６号給

２号給

さない職員の職務

技能主任及びこれ ２級又は３級に属技能長及びこれ

本

年

度

職 員 数   (Ａ) 326

昇 給 に 係 る 職 員 数   (Ｂ) 230

号 給 数 別 内 訳

１号給

３号給

169 7

５号給 54 53 1

４号給 176
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　オ　期末勤勉手当

　(　)内は、短時間勤務職員の支給率

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 平成２７年１月１日現在

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

　ケ　その他の手当（平成２７年１月１日現在）

 11,000円

  4,000円（1人につき） 　5,000円（1人につき）

 賃貸住宅支給限度額 27,000円

（年齢制限なし）

通勤手当 異 交 通 用 具 使 用 者 　支給限度額　13,290円

 15,000円(35歳未満）

 支給限度額　   31,600円

住居手当

欠 配 第 １ 子

配 偶 者

異

異

満16歳の年度初めから満22

歳の年度末までの子

そ の 他

借家・借間に居住する世帯主等

差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

市

０．００５ ０.００７　給 料 総 額 に 対 す る 比 率　　　　(％)

区　　分

 13,500円  13,000円

一 般 行 政 職

扶養手当

　6,500円  6,000円

　代　表　的　な　特　殊　勤　務　手　当　の　名　称

区　　分

代　表　的　な　職　種

 13,500円

全職種

０．０１７

１７．６３

　税務手当、福祉現業手当、危険手当、出動手当

１１．８４

国の制度

との異同

　支 給 対 象 職 員 の 比 率　(平成27年1月1日現在) ２．７７

技 能 労 務 職

国

支　 給　 対　 象　 地　 域 国の指定基準に基づく支給率（％）

10%

全　　地　　域

　10 ％

403人

支　　　 給　 　　率　 (％)

支 給 対 象 職 員 数 　(人)

国の制度

(支給率等)

25.55625 34.5825 49.59

定年前早期退職特例措置（2％

から20％加算)

経過措置あり

経過措置あり

45.0

49.59

定年前早期退職特例措置（2％

から20％加算)

(月分) (月分) (月分)

支給率等 23.5 31.5 45.0

区　　分

2.125 4.10

有

その他の加算措置等 備　考

20年勤続の者25年勤続の者35年勤続の者 最高限度

(月分)

有

2.30 4.20

有

(　1.175　) （　2.20　）

（　2.20　）

2.175

(　1.025　)

2.025

(　0.975　)

(　1.175　) （　2.20　）

4.20

（　1.225　）

国の制度

(　1.025　)

1.975

本 年 度

前 年 度

1.90

職制上の段階・

職務の等級等に

よる加算措置

備　考支給率計(月分)

支　給　期　間　別　支　給　率

区　　分

６月　(月分) １２月　(月分)
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１４

市民プール指定管理業務委

託　　　（平成２６年度）

２８３，１７４

３３，９９４１３

ＬＥＤ街路灯借上料

　　　　（平成２５年度）

３３９，９４８ 平成２６年度

１２

あきる野市体育施設指定管

理業務委託

　　　　（平成２５年度）

５００，４３２ 平成２６年度 １００，４８５

１１

あきる野市産業文化複合施

設指定管理業務委託

　　　　（平成２５年度）

４７，２７５ 平成２６年度 ９，４５５

１０

あきる野市総合福祉センタ

ー指定管理業務委託

　　　　（平成２５年度）

９９，３０４ 平成２６年度 １９，８５４

２６，７６６９

高齢者在宅サービスセンタ

ー開戸センター指定管理業

務委託　（平成２４年度）

６６，４５９

平成２５年度から

平成２６年度まで

８

高齢者在宅サービスセンタ

ー萩野センター指定管理業

務委託　（平成２４年度）

７０，２６３

平成２５年度から

平成２６年度まで

２８，３８４

７

秋川体育館・中央公民館指

定管理業務委託

　　　　（平成２５年度）

７，６８５ 平成２６年度 １，２８０

６

秋川体育館・中央公民館指

定管理業務委託

　　　　（平成２４年度）

２２０，２８０

平成２５年度から

平成２６年度まで

８８，９８９

１，８６８５

市民文化ホール指定管理業

務委託　（平成２５年度）

７，６３８ 平成２６年度

４

市民文化ホール指定管理業

務委託　（平成２４年度）

３３３，３７７

平成２５年度から

平成２６年度まで

１３３，４３４

３

高齢者在宅サービスセンタ

ー五日市センター指定管理

業務委託（平成２４年度）

６８，３２５

平成２５年度から

平成２６年度まで

２７，０６７

２

希望の家・ひばり分室指定

管理業務委託

　　　　（平成２４年度）

５５，３４０

平成２５年度から

平成２６年度まで

２２，１３６

１５，０００１

障害者施設建設費助成金

　　　　（平成１６年度）

９５，０００

平成１７年度から

平成２６年度まで

金　　額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

事　　　　　項 限　　度　　額

前年度末までの支出（見込）額

期　　間

１５

小学校国際理解教育講師派

遣委託　（平成２７年度）

１１，２３２

１６

中学校国際理解教育講師派

遣委託　（平成２７年度）

８，７１０
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（単位：千円）

２８３，１７４

３０５，９５４

平成２７年度から

平成３５年度まで

３０５，９５４

２８３，１７４

平成２７年度から

平成３１年度まで

３９９，９４７

平成２７年度から

平成３０年度まで

３９９，９４７

３７，８２０ ３７，８２０

７９，４５０

平成２７年度から

平成３０年度まで

平成２７年度から

平成３０年度まで

７９，４５０

３９，６９３

平成２７年度から

平成２９年度まで

３９，６９３

４１，８７９

平成２７年度から

平成２９年度まで

４１，８７９

６，４０５ ６，４０５

１３１，２９１

平成２７年度から

平成２９年度まで

平成２７年度から

平成２９年度まで

１３１，２９１

５，７７０

平成２７年度から

平成２９年度まで

５，７７０

１９９，９４３

平成２７年度から

平成２９年度まで

１９９，９４３

４１，２５８ ４１，２５８

３３，２０４

平成２７年度から

平成２９年度まで

平成２７年度から

平成２９年度まで

３３，２０４

１３，５００

平成２７年度から

平成３５年度まで

１３，５００

期　　間 金　　額 国都支出金 地　方　債 そ　の　他

額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

当該年度以降の支出予定額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源

一 般 財 源

平成２７年度から

平成２９年度まで

１１，２３２ １１，２３２

８，７１０

平成２７年度から

平成２９年度まで

８，７１０
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（単位　：　千円）

前前年度末 前　年　度　末 当 該 年 度 末

現 　在　 高 現在高見込額 現在高見込額

 住  民  税  等

 減税補てん債

 臨  時  税  収

 補  て  ん  債

 臨  時  財  政

 対     策    債

 一  般  会  計

 出     資    債

0 9,300 0 0 9,300

(1) 農　林　水　産 0 9,300 0

3　 そ      の      他

(6)  消            防

(7)  教            育

(4)  商            工

(5)  土            木

2　 災 害 復 旧 債

 総            務

(2)  民            生

(3)  衛            生

(1)

137,013

3,165,304

1,103,098

3,848,731

区　　　　　　　分

                                    地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

                                    当該年度末における現在高の見込みに関する調書

13,439,947

967,058 0

102,608

1　普      通      債

3,076,995

(1)

(2)

13,667,841

1,443,842

14,684,209

2,476,041

124,505

2,955,692

802,704

4,454,024

52,325

227,349

97,535

198,954

952,905 0

3,770,899

0

488,600

47,100

231,958

25,848

506,405 3,643,894

14,331,480

579,492

0 9,300

1,463,583

13,901,706 1,273,391 843,617

15,422

121,303

4,197,382

206,097

1,098,487

150,201

25,392

350

670,952

27,107,788　合            計

13,421,719(3) 11,992,861 12,819,280 1,273,391

0 49,388 275,144

26,834,598 4,497,591 2,307,200 29,024,989

12,923,592 3,224,200

677,027

77,717

1,790,000

0

0

139,927

898,5003,251,799

412,446

2,800(5) 3,500 3,150 0

(4)  減収補てん債 373,920 324,532
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